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研究成果の概要（和文）：本研究では、中央アジア諸国における海外直接投資のスピルオーバー効果について、
世界銀行が公表する中央アジア各国の企業別サーベイデータと各国政府公表資料を利用して、検討を行った。3
ヵ年の研究成果は、2017年10月の環太平洋産業連関分析学会における会長講演の報告"Japanese FDI Spillover 
Effects in Asia"に集約される。
旧社会主義国が市場経済に移行する過程においては、経済発展の中心となる中小企業の役割が大きくなる。今後
の研究方向を踏まえ、中央ヨーロッパ・中央アジア諸国における中小企業の役割、研究成果を学会報告、論文な
どにまとめた。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the spillover effect of overseas direct investment 
in Central Asia employment, using the business survey data of each Central Asian countries released 
by the World Bank and publication data of governments.
The research results of three years are summarized in "Japanese FDI Spillover Effects in Asia" 
report of the president's lecture at the Pan Pacific association of Input - Output Study in October 
2017.
In the transition process of the former socialist country to the market economy, the role of small 
and medium enterprises, which is the center of economic development, will increase. Based on future 
directions of research, the role of small and medium enterprises in Central Europe and Central Asia 
countries, research results are summarized in academic reports, and papers.aji
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１．研究開始当初の背景 
(1)中央アジア諸国のうちウズベキスタンで
は 1990 年代より、いち早く日本との文化的
経済交流が進み、他の諸国についても同様な
状況が進みつつある。鉱物資源が豊富である
うえに、人口規模も 4 か国合計で 5,700 万人
と日本企業にとっても将来大きな潜在的な
市場形成の可能性を持つ。 
(2) 2014 年版東洋経済『海外進出企業総覧』
によれば、世界に進出している日系海外子会
社は約 26,000 社に達しているのに対して、
当該 4 か国進出日系企業数はわずか 10 社に
過ぎなかった。当該地域への日本企業の事業
活動に関する事例研究はあるものの、実証分
析成果をまだ見出すことができない。 
(3)2000 年代半ばまでは、中央アジア諸国の
企業データは、極めて限定された範囲にとど
まっていたが、近年新たな企業調査によりデ
ータも豊富化しつつある。企業データを用い
ての中央アジア諸国を対象とした分析は、ま
だ歴史が浅く、外資系企業による経済効果を
分析する上では情報は不十分であり、データ、
および分析上の限界を克服するためには、従
来の研究成果を利用した様々な方法での工
夫が必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究目的は、中央アジア地域における日
系企業製造業の潜在的な国際競争力と地域
企業の経済活動に及ぼす効果を実証的に検
討することにあった。特に、アセアン、南ア
ジア諸国、東欧諸国での事業活動環境と比較
をしながら、次の 3 つの課題を明らかにする
ことを目的とした。 
(1)中央アジア地域における外資系企業の事
業活動は、アジア・東欧諸国と比較した特徴
は何か。 
(2)日本企業の中央アジアでの潜在的優位性
は何か。 
(3)日本企業の当該地域での事業活動展開は
地域企業に及ぼす影響は何か。 
本研究では、世界銀行が公表する中央アジ

ア各国の企業別サーベイデータと各国政府
公表資料をもとに、日系企業の競争力につい
ての計量分析を行なった。 

 
３．研究の方法 
(1)本研究計画の過程を①計量モデル作成の
ためのデータ分析、②中央アジア諸国のデー
タ作成と分析、③計量モデルの構築と推定、
④中央アジア地域における日系企業の潜在
競争力の検討、⑤日系企業活動のスピルオー
バー効果の分析の 5段階に区分し、各年度研
究過程に沿った研究を遂行した。平成 27 年
度では、①、②、平成 28年度では、③、④、
そして最終年度の 29 年度では⑤の研究を進
めた。また、従来の研究成果、研究代表者が
科学研究費をはじめとする研究プロジェク
トより得た研究成果の摂取を通じて、それぞ
れの研究過程遂行を進めた。 

(2)各国の経済構造の分析と計量モデルによ
る外資系企業のスピルオーバー効果分析に
は、分析対象地域の産業連関表が必要となる。
申請当初は、タジキスタン、ウズベキスタン
では、まだ産業連関表が作成されず、既存の
資料に基づく独自の連関表の作成を検討し
た。その後、国際機関(MRIOT)において当該
諸国の産業連関表が作成公表されているこ
とがわかり、そのデータを産業構造の分析に
利用することとした。 
 
４．研究成果 
(1)3 ヵ年の研究成果は、2017 年 10 月の環太
平洋産業連関分析学会における会長講演の
報告"Japanese FDI Spillover Effects in 
Asia"に集約される。そこでは、中央アジア
各国の企業データと利用可能な産業連関表
を用いて直接投資のスピルオーバー効果を
検討している。 
 分析用のモデルは、企業の実質売上高を実
質固定資産(資本)、常用雇用者数(労働)で説
明するコブダグラス生産関数をもとに、水平
効果、垂直効果(前方連関効果、後方連関効
果)等のスピルオーバー効果の推定を行った。 
分析のためのデータは、世界銀行が提供す

る中央アジア4カ国ビジネスサーベイデータ
(Business Enterprises Performance Survey)
と各国の産業連関表を用いた。 
推定は、単純最小二乗法、固定効果モデル、

変量効果モデルによる推定を試みた結果、最
小二乗法と変量効果モデルにおいて前方連
関効果のみが正で有意な結果をもたらし、他
の二つの効果は有意ではなかった。直接投資
による外資系企業の生産増加は、川下産業の
需要増加にはプラスの影響をもたらすが、川
上産業への効果、企業間の競争促進には影響
を及ぼしていないことになる。 
国別で推定を試みたところ、ウズベキスタ

ンでは前方連関効果が正で有意、企業の外資
系比率と被説明変数との内生成を考慮した
推定では、カザフスタンの前方連関効果がプ
ラスで有意な結果となった。また、タジキス
タンでは負で有意な水平効果が得られた。 
スピルオーバー効果は、企業規模によって

異なる可能性を考慮して、大企業と中小企業
に分割して推定を行ったら、中規模企業で負
の後方連関効果、大規模企業で正の前方連関
効果が得られた。 
 
(2) 発展途上国が市場経済に移行する過程
においては、公的企業の存在が依然として強
い中で、経済発展の中心となる中小企業の役
割が大きくなる。中央ヨーロッパ・中央アジ
ア諸国における中小企業の役割も重要であ
るとの認識から、旧社会主義国 12 カ国から
なる市場経済移行国における企業に対する
融資制約が、企業規模によって異なるか否か
を世界銀行提供の企業サーベイデータをも
とに検討を行った。 
 推定のための基本モデルは(1)と同様のコ



ブダグラス生産関数で、法人税は企業規模に
関わらず企業の成長に負の効果をもたらし
ているが、中小企業にはその効果が顕著であ
る。この結果は、企業全体をプールして、規
模を区別するために規模別ダミーを入れた
場合と企業規模別に推計した場合、両方で同
じ結果が得られている。 
他方、金融制約については、負の効果は得

られていない。3 つの地域(中央ヨーロッパ、
バルカン地域、中央アジア)に分割してその
効果を検討すると、法人税については、中央
アジアにおいては規模に関係なくマイナス
の効果、中央ヨーロッパでは中小企業のみマ
イナス効果、バルカン地域では負の効果が見
られない。それに対して、融資制約について
は、中央ヨーロッパ、中央アジアでは規模に
関わらず負の効果は見られず、バルカン地域
では大企業のみに負の効果が見られる。 
研究協力者との共同研究で行われた。この

研究成果をもとに、今後企業規模に分割した
産業連関表を用いて、直接投資のスピルオー
バー効果の研究が課題となる。 
 
(3)直接投資の効果を検討する際には、当該
諸国の経済発展に中心的な役割を果たして
いる産業に焦点をあて、産業連関を分析する
ことも重要である。その一つとして、バング
ラデッシュの繊維産業を例として取り上げ、
当該産業の果たす役割を他産業との比較、他
国との比較を通じて明らかにしようと試み
た。分析のために用いたデータは、産業連関
表で、比較の対象となる他の諸国は繊維産業
が主要な輸出産業となっているインド、中国、
インドネシア、そしてベトナムである。 
分析手法は産業連関面から分析するため

レオンティエフ逆行列、ゴッシュ逆行列、需
要供給からの成長の要因分割、垂直特化係数
などである。後期課程院生との共同研究とし
て進めた。 
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